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令和５年度第２２回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：令和６年２月１４日 

                    担当部・課：保健福祉部子ども保育課〔内線２５２５〕 

                          教育委員会教育総務課〔内線５０１２〕 

① 件  名 

（仮称）大橋保育園の民間誘致による設置について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

令和５年２月に策定した「第２期石巻市公立幼稚園・保育所・こども園再編計画（以下「再編計

画」という。」）」に基づき、将来的にも安定した保育需要量が見込まれる地区における公立施設の民

営化事業として、水押保育所、水明保育所、住吉幼稚園を廃止し、新たな保育施設を設置すること

としている。 

なお、再編計画において、住吉幼稚園の後継施設としては、１号認定こどもを受け入れられる旧

市内唯一の公立施設である、湊こども園とする変更を行う予定としている。 

 

【目的】 

水押保育所と水明保育所を廃止し、必要な保育供給量の確保と人的資源の有効活用を図るため、

民間誘致による（仮称）大橋保育園を設置する。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号） 

石巻市保育所条例（平成１７年条例第１４０号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】   

 第３章 共に支え合い誰もが生きがいを持ち自分らしく健康に暮らせるまち 

  第１節 安心して妊娠・出産・子育てができる環境の充実 

    ３  子どもが安心して過ごせる環境を整備する 

 

第２期石巻市公立幼稚園・保育所・こども園再編計画 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

 平成３０年 ３月  石巻市公立幼稚園・保育所・こども園再編計画策定 

 令和 ５年 ２月  第２期石巻市公立幼稚園・保育所・こども園再編計画策定 

      １１月  住吉幼稚園の位置付けについて関係者協議 

 令和 ６年 １月  （仮称）大橋保育園設置用地に係る関係課協議 

 水押保育所、水明保育所保護者説明会にて、施設の廃止及び民間誘致によ

る保育園の設置を説明 

⑤ 主な内容 

 
１ 新たに設置する施設の概要 

施設名    （仮称）大橋保育園 

設置施設   私立認可保育所 

開園予定   令和８年４月１日 

予定認可定員 ６０名程度 

開設場所   石巻市大橋一丁目１番２の一部（敷地面積：約４，３１０㎡） 

選定方法   公募 
 

資料２ 



 - 2 - 

２ 廃止する施設の概要（入所状況等を含む） 

保 育 所 名 水押保育所 水明保育所 適要 

所 在 地 水押二丁目１１－２０ 水明南一丁目１２－２１  

定 員 ６０名 ６０名 令和５年４月１日時点 

敷 地 面 積 １，９８８㎡ １，３８３㎡  

延 床 面 積 ５２２．８㎡ ４２８．１㎡  

建 築 年 度 昭和４８年度 昭和５３年度  

建 物 構 造 木造 木造  

入 所 児 童 数 ４０名 ３６名 令和５年４月１日時点 

職 員 数 保育士１３名、調理員３名 保育士７名、調理員３名 令和５年４月１日時点 
 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

 安全・安心な保育環境を整えられる。 

 運営主体が民間となることで、その他の公立保育所において人材を有効に活用するとともに、保

育サービスの向上を図ることができる。 

 

【市財政への負担】 

・民間誘致により建設費と運営費の削減が図られる。 

・用地については、選定事業者に無償貸与する。 
 

 ・建設費の財源（公設）  ：起債（公共施設等適正管理推進事業債） 

・民間施設建設費補助の財源：就学前教育保育施設整備交付金 国１/２、市町村１/４、 

事業者１/４ 

（新子育て安心プランに参画する等の一定の要件を満たす場合、国２/３、市町村１/12、事業者１/４） 
 

・運営費の財源（公設）：一般財源 

・運営費の財源（民営）：子どものための教育・保育給付費交付金 

（満３歳以上児：国１／２、県・市１／４、３歳未満児：国 58.16/100、県・市 20.92/100） 

  ※１ ６０名定員の保育所 

  ※２ 水押保育所と水明保育所の運営費合算額（令和４年度決算）会計年度職員人件費を含む 

  ※３ （仮称）大橋保育園の保育所運営費委託料（一般財源分） 

 
公設施設として統合建設 

し た 場 合 （ ※ １ ） 

民間施設へ建設費補助 

し た 場 合 （ ※ １ ） 
削減額 

建設費 ４８０，０００千円 
１８，０００千円 

（一般財源分） 
▲４６２，０００千円 

 公設の場合（※２） 民営の場合（※１、※３） 削減効果 

運営費 

（年額） 
３６，９００千円 ２０，０００千円 ▲１６，９００千円 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和６年 ３月    保育所設置・運営事業者公募開始 

      ５月～８月 保育所設置・運営事業者選定 

      ８月    水押保育所・水明保育所保護者説明会（事業者決定） 

 令和７年 ２月    建設費補助金事前協議（国・市） 

４月    国からの建設費補助金内示 

６月    令和７年市議会第２回定例会に関係予算案について提案 

 令和８年 ４月    開園 

⑨ その他 

 
 


